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土地改良区体制強化事業実施要綱

款

針路 12
分野施策 1201

１　事業概要 ５　事業説明
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　土地改良施設の適正な機能保持のため、施設の機能診
断等を支援する。
　また、換地処分による農用地の集団化と利用集積の促
進を支援する。

（１）施設・財務管理強化対策             4,664千円
（２）受益農地管理強化対策               1,846千円

（１）事業内容
　　ア　施設・財務管理強化対策　　4,664千円
　　　　専門技術者による指導体制の確立を図り、土地改良施設維持管理適正化事業等を行う事前の機能診断を行う。
　　イ　受益農地管理強化対策　　1,846千円
　　　　換地処分による農用地の集団化と利用集積を促進するため、運営費を補助する。

（２）事業計画
　　ア　施設・財務管理強化対策
　　　　管理運営体制強化委員会の設置、土地改良施設の診断・管理指導等
　　イ　受益農地管理強化対策
　　　　受益農地管理強化委員会の設置、換地事務指導の実施等

（３）事業効果
　　ア　施設・財務管理強化対策
　　　　土地改良施設の多様化により求められる専門的な技術を確保し、適切な機能診断を行う。
　　イ　受益農地管理強化対策
　　　　農用地の集団化と利用集積を促進
　　　【活動指標(アウトプット)】施設機能診断の実施、苦情・紛争等の相談、
　　　　　　　　　　　　　　　　換地事務指導の実施、研修の開催
　　　【成果指標(アウトカム)】　施設機能診断の受診　130施設程度/年、苦情・紛争等の相談　30回程度/年、
　　　　　　　　　　　　　　　　換地事務指導　1回/年、研修の受講　2回/年

（４）その他
　　　土地改良施設の適正な機能保持のための施設の機能診断等の支援や
　　換地処分による農用地の集団化と利用集積の促進の支援であるため、事業終期は設定できない。

２　事業主体及び負担区分
(国10/10～1/2,県0.1/2)事業者0

３　地方財政措置の状況
交付税単位費用算定あり
「第五節産業経済費」「第一款農業行政費」「農業振
興費」「農村振興費」

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.7人＝6,650千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 6,510 3,330

前年額 6,510 3,330 3,180

― 農林部 125 ―

儲かる農林業の推進

3,180 0

農業の担い手育成と生産基盤の強化



 

事業名

単位事業名 予算額 4,664千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 2,407 0 土地改良事業運営等指導促進費補助金
農地費補助金 補助率　1/2、定額

一般財源 2,257 0

合計 4,664 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 4,664 0 施設・財務管理強化対策　4,664,000円

合計 4,664 0

単位事業名 予算額 1,846千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 923 0 土地改良事業運営等指導促進費補助金
農地費補助金 補助率　1/2

　

主な内容

事業内訳書

土地改良事業推進対策事業

施設・財務管理強化対策

主な内容

主な内容

受益農地管理強化対策



 

 

単位事業名 予算額 1,846千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

一般財源 923 0

合計 1,846 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 1,846 0 受益農地管理強化対策　1,846,000円

合計 1,846 0

受益農地管理強化対策

主な内容

主な内容


